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令和５年度 草加市の財政状況
（一般会計・特別会計・企業会計の各決算状況）
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１ 令和５年度草加市の財政状況の概要

１．一般会計の歳入歳出の状況

３．各種の財政指標は健全

２．会計全体では市債残高は減少傾向

★歳入では、税収を確保するため徴収率の向上などの努力を行い、収入率を高め
ました。一方で、歳出では、事務事業の適正な執行により執行率を抑える努力を
し、お預かりした税を大切に使いながら、健全な財政運営を行ってまいります。

一般会計 ： 671億2107万円 （前年度比 △19億7434万円 減）

特別会計 ： 18億8499万円 （ 同 3億1384万円 増）

企業会計 ： 290億6200万円 （ 同 △23億5630万円 減）

土地開発公社 ： 14億 473万円 （ 同 4億9956万円 増）

合計 ： 994億7279万円 （ 同 △35億1724万円 減）

実質赤字比率 -9.61 % （早期健全化基準 11.29 % ）

連結実質赤字比率 -29.76 % （早期健全化基準 16.29 % ）

実質公債費比率 4.9  % （早期健全化基準 25.0  % ）

将来負担比率 26.5  % （早期健全化基準 350.0  % ）

当初予算 ： 884億2600万円

予算現額 ： 978億7349万円

決算額（歳入）： 940億6234万円 （収入率 96.1% ）

決算額（歳出）： 888億9212万円 （執行率 90.8% ）

令和５年度における草加市の財政状況の概要は次のとおりです。
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２ 自主財源と依存財源

草加市の歳入は市税を中心とする「自主財源」と国や埼玉県から移転される
「依存財源」があります。

款 名称 令和５年度決算額

1 市税 400億4105万9千

2 地方譲与税 4億4102万9千

3 利子割交付金 1377万9千

4 配当割交付金 2億5231万8千

5 株式等譲渡所得割交付金 2億9373万4千

6 法人事業税交付金 3億5113万8千

7 地方消費税交付金 54億8097万9千

8 環境性能割交付金 8284万1千

9 地方特例交付金 3億 655万

10 地方交付税 44億1435万7千

11 交通安全対策特別交付金 2264万1千

12 分担金及び負担金 9億2949万8千

13 使用料及び手数料 6億1851万5千

14 国庫支出金 194億8679万1千

15 県支出金 56億3385万2千

16 財産収入 1億 457万4千

17 寄附金 5億9672万1千

18 繰入金 13億8158万1千

19 繰越金 71億3427万1千

20 諸収入 19億9641万1千

21 市債 44億7970万

合計 940億6233万9千

歳入 （単位：円）

草加市の歳入

国

埼玉県

市民

市税
など

依存財源

自主財源

イメージ図

県支出金など

国庫支出金、
地方交付税など

県税 国税

依存財源

自主財源 ５６．１％ （市税・使用料及び手数料など）

４３．９％ （地方交付税・市債・国庫（県）支出金など）
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一部事務組合

出資法人

草加市の会計

６

３ 草加市の会計および出資法人等

草加市では、一般会計、特別会計（６会計）、企業会計（３会計）があります。
さらに、近隣の市町と共同で設置している一部事務組合やアコス株式会社のように、

草加市が出資している法人などもあります。

一般会計

特別会計

・新田西部
土地区画整理事業

・駐車場事業
・新田駅西口
土地区画整理事業

・国民健康保険
・介護保険
・後期高齢者医療

企業会計

・水道事業
・病院事業
・公共下水道事業

アコス株式会社

草加市文化協会

草加市スポーツ協会

草加市土地開発公社

東埼玉資源環境組合

草加八潮消防組合
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４ 令和５年度各会計決算

会 計 名
歳入(A)

(収入済額)
歳出(B)

(支出済額)
(Ａ)-(B)

一 般 会 計 940億6233万9千 888億9211万7千 51億7022万2千

特

別

会

計

新田西部土地区画整理事業 7228万8千 5533万1千 1695万7千

駐車場事業 2億8757万 1億6262万9千 1億2494万1千

新田駅西口
土地区画整理事業

17億4577万1千 12億 812万9千 5億3764万2千

国民健康保険 210億2223万 209億9854万9千 2368万1千

介護保険 183億2022万8千 179億4673万4千 3億7349万4千

後期高齢者医療 33億 924万7千 32億9386万1千 1538万6千

小 計 447億5733万4千 436億6523万3千 10億9210万1千

企
業
会
計

水道事業 53億9454万6千 61億6952万9千
△7億7498万3千

病院事業 132億5677万8千 148億5345万
△15億9667万2千

公共下水道事業 81億3590万4千 93億1138万4千
△11億7548万

小 計 267億8722万8千 303億3436万3千 △35億4713万5千

合 計 1656億 690万1千 1628億9171万3千 27億1518万8千

令和５年度 各会計決算（※１）

（※１）数値は四捨五入の関係上、合計額が一致しない場合があります。

※２

※３

※４

（※２） 水道事業
事業
活動
収支

3億8441万9千
設備
投資
収支

△11億5940万2千

（※３） 病院事業 △7億4289万7千 △8億5377万6千

（※４） 公共下水道事業 2億2072万8千 △13億9620万8千

（単位：円）

全会計の決算額 ： 収入済額 ： 1656億 690万1千円

支出済額 ： 1628億9171万3千円

収入済額―支出済額 ： 27億1518万8千円
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５ 令和５年度一般会計決算

令和５年度の一般会計の決算は次のとおりです。

８

歳入

歳出

億
円

億
円

当初予算 ： 884億2600万円

予算現額（A） ： 978億7349万円

決算額（歳入）（B） ： 940億6234万円 （収入率（B）/（A）） 96.1% ）

決算額（歳出）（C） ： 888億9212万円 （執行率（C）/（A）） 90.8% ）

次年度への財源（B）-（C） ： 51億7022万円
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６ 市債残高の推移

市債残高とは、簡単に言うと市の借金の残高です。

会 計 名 R4 R5 R5-R4

一 般 会 計 690億9541万 671億2107万 △19億7434万

特

別

会

計

新田西部
土地区画整理事業

5464万 1753万 △3711万

新田駅西口
土地区画整理事業

15億1651万 18億6746万 3億5095万

小 計 15億7115万 18億8499万 3億1384万

企

業

会

計

水道事業 12億7369万 14億8255万 2億 886万

病院事業 54億7167万 49億9695万 △4億7472万

公共下水道事業 246億7293万 225億8250万 △20億9043万

小 計 314億1830万 290億6200万 △23億5630万

土地開発公社 9億 516万 14億 473万 4億9957万

合 計 1029億9002万 994億7279万 △35億1723万

（単位：円）
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全会計 市債残高

万円

１０

会 計 名 H16 R5 R5-H16

一般会計 20万5568円 26万6861円 6万1293円

新田西部土地区画整理事業 2万3854円 70円 △2万3784円

新田駅西口土地区画整理事業 0円 7424円 7424円

駐車場事業 8033円 0円 △8033円

水道事業 2万3528円 5894円 △1万7634円

病院事業 4万8916円 1万9867円 △2万9049円

公共下水道事業 26万1989円 8万9784円 △17万2205円

土地開発公社 2万8887円 5585円 △2万3302円

合 計 60万 775円 39万5485円 △20万5290円

市
民
一
人
当
た
り
市
債
残
高

ピークの平成１６年度から令和２年度までは
減少し、令和2年度から増加傾向に転じましたが、
現在は減少傾向にあります。
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７ 基金残高と財政調整基金の推移

基金とは、簡単に言うと特定の目的に使うための市の貯金です。

名称 設置目的
R5末
残高(A)

R6予算
取崩し等(B)※

差 引
(A)-(B)

財政調整基金
災害復旧や地方債の繰上償還、そ
の他の財源不足を生じたときの資
金として積み立てています。

68億3730万 56億 451万 12億3279万

国際交流基金
国際交流事業の推進に要する経費
の財源を積み立てています。

623万 352万 271万

みどりのまちづくり
基金

緑化の推進、緑地の保全等に要す
る資金を積み立てています。

3133万 886万 2247万

ふるさと産業創造
基金

産業、観光の振興を目的とする事
業の財源として積み立てています。

223万 222万 1万

ふるさとまちづくり
応援基金

市民、事業者とまちづくり団体の
主体的なまちづくり活動の支援に
要する資金を積み立てています。

1億3880万 744万 1億3136万

庁舎建設基金
新庁舎の建設に必要な資金を積み
立てています。

9452万 1652万 7800万

公共施設整備基金
公共施設の修繕等に必要な資金を
積み立てています。

13億3189万 10億1183万 3億2006万

被災者支援基金
大規模な災害により被害を受けた
者の支援に要する費用を積み立て
ています。

6260万 0 6260万

ふるさと納税基金
草加市に寄せられた寄附金を寄附
者の意向を反映した事業に活用す
るため積み立てています。

5億9754万 5億1541万 8213万

新型コロナウイルス
感染症緊急対策基金

新型コロナウイルス感染症対策の
財源として積み立てています。

2654万 330万 2324万

その他基金

その他に「新栄町団地に係る都市
計画街路の設置等に関する基金」、
「森林環境譲与税基金」等があり
ます。

3億6565万 4244万 3億2321万

合 計 94億9463万 72億1605万 22億7858万

※当初の繰入金（歳入）予算及び積立金（歳出）予算を差し引きした値です。

(単位：円)
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財政調整基金の残高推移 （単位：億円）
取崩し等

差引

令和３年度以降の「差引」には、臨時財政対策債償還基金費が含まれます。
これを除いた実質的な残高は、次のとおりとなります。

差引
臨時財政対策債
償還基金費

実質的な残高

R4 19.6億円 11.5億円 8.1億円

R5 12.3億円 12.3億円 0.0億円

～ 臨時財政対策債償還基金費（※）について ～

※令和３年度の普通交付税の臨時費目として追加交付されたものです。
令和３年度の臨時財政対策債の償還財源の一部を前倒しして措置されたものであ
るため、その分、後年度の交付税措置額は減額されることとなります。
国の助言事項において、他の目的に流用することなく、償還財源として計画的に
活用することとされています。
（当該臨時財政対策債の元金償還は令和６年度から始まります。）
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比較をとおしてみる草加市の財政状況
（普通会計ベースでの時系列データによる比較）
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１ 普通会計決算の状況

普通会計とは、地方自治体の運営において基本的な経費である一般会計に特別会計の
一部を加えたもので、他の地方自治体との比較を容易にするために設けられた会計です。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

歳入 A 806億9676万4千 1126億6315万4千 994億4863万6千 1024億7956万8千 951億4770万6千

歳出 B 767億2986万8千 1066億4124万9千 902億4348万6千 949億4121万1千 894億2288万6千

形式収支
(A－B)

C 39億6689万6千 60億2190万5千 92億 515万 75億3835万7千 57億2482万

翌年度へ繰り越
すべき財源

D 6億8574万3千 23億3576万2千 33億6644万5千 16億2475万7千 11億1748万2千

実質収支(※1)
(C－D)

E 32億8115万3千 36億8614万3千 58億3870万5千 59億1360万 46億 733万8千

単年度収支
(※2)

F △8億7670万1千 4億 499万 21億5256万2千 7489万5千 △13億 626万2千

積立金 G 8億2105万2千 2千 28億9546万4千 3千 10万4千

繰上償還金 H 0 0 0 0 0

積立金取崩し額 I 175万5千 5億5243万9千 0 8億6463万1千 5億7883万8千

実質単年度収支
(※3)

(F＋G＋H－I)
J △5740万4千 △1億4744万7千 50億4802万6千 △7億8973万3千 △18億8499万6千

用語説明
※１ 実質収支

当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支から、翌年度への繰越金
を引いた数値。実質的に赤字・黒字を確認することができます。

※２ 単年度収支
前年度以前からの収支の累積の影響を控除した単年度の収支のこと。単年度で赤字であったか黒字

であったかをみることができます。
※３ 実質単年度収支

単年度収支から、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額）を加え、
赤字要素（財政調整基金の取崩し額）を差し引いた額です。

(単位：円)



草加市の財政状況 ～お知らせ～
１５

２ 市税収入の推移

歳入 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度

市民税(個人) 159億9401万5千 162億6554万7千 160億1034万6千 164億3810万1千 169億4693万7千

市民税(法人) 28億4489万4千 22億 165万3千 26億1213万6千 26億5850万6千 26億8266万6千

固定資産税 141億 269万5千 143億2688万3千 141億5992万2千 146億2040万4千 152億8313万1千

軽自動車税 2億6157万5千 2億8052万 2億9307万 3億1370万6千 3億2536万6千

市たばこ税 17億 68万2千 17億2411万5千 18億3803万3千 19億3558万9千 19億6675万

都市計画税 26億2809万2千 26億7147万 26億4075万5千 27億1417万 28億3620万9千

市税合計 375億3195万3千 374億7018万8千 375億5426万2千 386億8047万6千 400億4105万9千

(単位：円)
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３ 性質別普通会計決算の推移

決算額を性質別に見ると、近年は経済状況に影響を受ける生活保護費や高齢化に伴う介
護給付費などの社会保障経費の増加により扶助費の割合が高くなっており、令和5年度の
扶助費については、住民税非課税世帯給付金などの臨時的な給付金約２９億円が含まれて
います。
今後も扶助費は増加傾向にあることから、より一層、効率的・効果的な財政運営をして

いかなければなりません。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

人件費 90億9776万2千 113億6375万9千 117億8332万8千 118億9701万3千 127億 421万

（うち職員給） (64億7659万5千) (78億7777万6千) (80億8111万4千) (81億3182万5千) (88億 677万7千)

扶助費(※1) 182億 222万9千 183億6968万4千 237億5064万7千 215億6877万2千 228億2681万5千

公債費(※２) 55億8871万3千 57億7810万5千 61億9484万4千 65億8703万4千 68億2395万6千

物件費(※３) 124億6557万6千 125億3082万7千 125億7582万6千 130億9555万4千 127億4535万1千

維持補修費 1億4806万8千 1億2947万3千 1億4863万2千 9500万1千 1億3818万6千

補助費等 141億3296万3千 439億1816万1千 187億9728万7千 199億5703万3千 193億8164万3千

繰出金 75億3084万6千 42億4298万7千 42億3831万 46億4770万 56億7338万3千

投資及び出資金 0 0 0 0 0

貸付金 3億2265万4千 1億7352万 1億7511万1千 2億8251万 3億 268万2千

積立金 15億5749万5千 2億4012万4千 29億8325万7千 2億3290万3千 10億9975万9千

普通建設事業費(※４) 76億8356万2千 98億9460万9千 95億9624万4千 165億7769万1千 77億2690万1千

災害復旧事業費 0 0 0 0 0

合計 767億2986万8千1066億4124万9千 902億4348万6千 949億4121万1千 894億2288万6千

(単位：円)

用語説明
※１ 扶助費

福祉や子育て支援策など、法令に基づいて市民に直接又は間接的に支給される費用。主なもの
として、生活保護費や児童手当、児童扶養手当、就学支援費など。

※２ 公債費
市が借りた市債(借金)の元金や利子の償還金。

※３ 物件費
施設の光熱水費、消耗品、備品購入費、各種委託料などの経費。

※４ 普通建設事業費
道路、公園、学校などの公共用・公用施設の整備・建設・取得にかかる経費。
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４ 人件費の推移

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度

人件費 90億9776万2千
113億6375万9千

※
117億8332万8千 118億9701万3千 127億 421万

(うち職員給) 64億7659万5千 78億7777万6千 80億8111万4千 81億3182万5千 88億 677万7千

歳出総額 767億2986万8千 1066億4124万9千 902億4348万6千 949億4121万1千 894億2288万6千

歳出に占める
人件費割合

11.9% 10.7% 13.1% 12.5% 14.2%

歳出に占める
職員給割合

8.4% 7.4% 9.0% 8.6% 9.8%

年度
職員
総計

職員数
市職員１
人当たり
の市民数

一般
会計

特別
会計

企業
会計

東埼玉資源
環境組合

平成26年 1878 1263 29 584 2 132.4

平成27年 1897 1273 25 597 2 129.4

平成28年 1701 1064 27 608 2 144.5

平成29年 1728 1088 25 613 2 143.2

平成30年 1779 1132 26 620 1 139.5

令和元年 1805 1176 26 603 0 137.8

令和2年 1867 1228 ※ 9 629 1 133.9

令和３年 1901 1256 9 636 0 131.8

令和４年 1944 1291 9 644 0 128.9

令和５年 1967 1311 9 647 0 127.6

令和６年 1952 1330 9 613 0 128.9

職員数の推移 (各年４月１日 単位：人)

(単位：円)

※ 公共下水道事業の１７名が特別会計から企業会計に移行しました。

※ 令和２年度より臨時職員が会計年度任用職員となり人件費に計上されました。
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５ 財政健全化判断比率の状況

①実質赤字比率（健全）
市の主要な会計である「一般会計」に生じている赤字の比率です。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

早期健全化基準 11.36 11.33 11.29 11.30 11.29

財政再生基準 20.00 20.00 20.00 20.00 20.00

草加市 △7.43 △8.12 △12.23 △12.60 △9.61

財政健全化法は、平成19年度決算から地方自治体の財政状況を客観的に表し、
財政の早期健全化や再生の必要性を判断するために、４つの財政指標を「財政健全
化判断比率」として定めています。

②連結実質赤字比率（健全）
地方自治体の「全会計」に生じている赤字の比率です。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

早期健全化基準 16.36 16.33 16.29 16.30 16.29

財政再生基準 30.00 30.00 30.00 30.00 30.00

草加市 △21.08 △26.30 △32.04 △34.64 △29.76

③実質公債費比率（健全）
地方自治体の市債の返済額の大きさと財政規模の割合です。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

早期健全化基準 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0

財政再生基準 35.0 35.0 35.0 35.0 35.0

草加市 4.1 3.9 3.9 4.3 4.9

④将来負担比率（健全）
地方自治体の市債等の負債の大きさと財政規模の割合です。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

早期健全化基準 350.0 350.0 350.0 350.0 350.0

財政再生基準 － － － － －

草加市 5.4 12.6 9.7 26.9 26.5

(%)

(%)

(%)

(%)
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